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レフ ソン 「正規 の簿 記 の諸 原 則」(1)
鈴 木 義 夫
1.「正規の簿記の諸原則」概念とその法的性格
ドイ ッ商法第38条は商人に 「正規の簿記の諸 原 則」(Grundstitzeordnungsma・
BigerBuchftihrung)にしたがって帳簿をつけ ること,な らびにそ こにおいてみ
ずからの商取引 と財産状態 を明らかにす ることを義務づけ てい る。 さらに,こ
の 「正規 の簿記の諸原則」 とい う概念は商法典 から他の法律一 と りわけ株式
法(第149条)および所得税法(第5条)一 に も引 き継 がれ てい るのであ る。
ところが,商 法典(さらに,株式法,所得税法および租税基本法)には,こ の 「正
規の簿記の諸原則」 についての定義 もまた詳細 な説 明もみられないのである。
つ ま り,「正規の簿記の諸原則」 の内容は,法 律上,確 定 され ていない の で あ
る。 しかしなが ら,こ うした内容 の確定 され ていない概念 をその体系の中に組
み込む ことに よって,法 は 「新 しい認識 と経済状態の変化 に適合す るこ とがで
きるω」 よ うになる といわれ ているのである。
この ように 「正規 の簿記の諸原則」を法的にみれば,そ れ は内容が不確定 な
概念,つ ま り,「不確定法概念」(unbestimmterRechtsbegriff>とな って い る の
である。 しかし,同 時に,こ の 「正規の簿記の諸原則」は取引の記録お よび年
度決算書の作成に際して従わなければな らない規則 ともな ってい るのであ る。
つ ま り,「商法典第38条に よって,正 規の簿記の諸原則は法律を補完す る 原 則
(Rechtssatze),したが って,強 行法規(zwingendesRecht)く2}」ともな ってい るの
であ る。 いい かえれぽ,「正規の簿記の諸原則」 は 「不確定法概念 とい う形 態
での規範命令(3)」(NormbefehlinderFormeinesunbestimmtenRechtsbegriffs)と
もい うべ きものなのである。
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「正規の簿記の諸原則」の こ うした性 格か ら,簿 記 と年度決算に関す る 規 定
(Normen)の適用 に際 しては,次 の よ うな適用順位 が設け られ ることに な る。
すなわ ち,
1.法律 において一義的に確定 されてい る規定 は,「正規の簿記の 諸 原 則」
に対 して,上 位 を しめ る。
2.法律 が解釈を要す る場合 に限 り,「正規 の簿記の諸原則」 が適 用され る。
3.法律規定上に欠陥 があ る場合には,「正規 の簿記の諸原則」 が,法 律 を
補完す る もの として,強 制的に,適 用 されなければ ならない(4)。
この点について,レ フ ソンは次 のよ うにのべ ている。
「法律が正規の簿記の諸原則に従 うことを指示 してい るよ うな領域に お い て
は,裁 判官には,解 釈補助(Auslegungshilfe)とい った ものは与え られ てお らず,
正規の簿記 の諸原則 が判決のために強制的に適用 され るべ きである,と い う明
確な指図が与 えられ てい るのであ る(5}」。
以上の ことか ら,「正 規の簿記の諸原則」が法律上は内容の規定を欠 い た 概
念である とい うこと(不確定法概念),しかし同時に,そ れ が法規定の欠陥 を 補
完す る強行法規的性格を具えてい る とい うことが明 らか とな った。 この よ うな
性格 を もつ 「不確定法概念」を その体系の中に組み込む こ とに よって,法 はか
え って,状 況の変化に柔軟に対応す ることがで きる ようにな るといわれ ている
のであ る。
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ll.演繹 法による 「正規の簿記の諸原則」の導 出
「正規 の簿記の諸原則」を導 出す るにあた って,レ フソンは ポパー(Popper)
(23)レ フソン 「正規の簿記の諸原則」(め23
の 「論理学ω」に依拠 して,し かも,「正規の簿記の諸原則」導 出に関す る支配
的な見解2}にしたが って,帰 納的方法を否定 して,演 繹的方法を とるのであ る。
レフソンは帰納す るとい うことを 「個別の もし くはい くつかの観察,実 験等
か ら生 じる特殊命題 から一般命題を導 き出す こと③」 と理解 し,こ れを 「正規
の簿記の諸原則」 の導 出とい う具体的 な場面に適用すれば,そ れは 「若 干の も
し くは多数の商人の実際の貸借対照表作成方法を確定 し,そ の際に獲得 された
個別言明から一般 的な種類 の原則を推 論するω」 ことを意味す るとみ る の であ
る。
ところが,レ フソンは 「今 日では,経 済理 論では,単 称命題か ら一般命題 を
推論す ることは正当化 されていない(5)」として,「正規の簿記の一般的な諸原則
の発見のためには,帰 納的な取扱い方法 は否定 されなければならない{6)」と主
張 し,ま た,そ れ が支配的な見解に も合致す るものであ るとし て い る の で あ
る。
こ うして,レ フソンは 「正規の簿記 の諸原則」を見つけ 出すためには演繹的
な取扱 い方法を用 いなければな らない と主張す るのである。 そ し て,「演繹に
際 しては,高 度な情 報内容を もつ一般命題か ら,'より低い情報内容 をもつ論理
的に内包 され てい る命題が,命 題問の論理的な関連が分析 され,作 り出 され,
かつ証 明され るとい うような仕方で,推 論 され る(7りとす るのであ る。 これは,
レフソンに とっては,年 度 決算の 日標 についての一般命題な らび にそのために
必要な手段から出発 して,い わゆ る上位の 「正規の簿記の諸原則」 と,そ れに
関連 して,下 位の 「正規の簿記の諸原則」 を推論することを意味 しているので
あ る(8)。
レフソンは,こ の よ うに,「正規の簿記の諸原則」 の導出に際して,演 繹 的
方法を用 いて,年 度決算の 目標についての一般命題,な らびに,そ のために必
要な手段 から出発 して,上 位の 「正規の簿記の諸原則」を展開 し,そ れ との関
連で,下 位の 「正規の簿記の諸原則」 を推論し ようとす るのである。
したが って,ま ず,こ うした推論 の出発点 とな る年度決算の旧標が何であ る
かが問われなければならない。
24明 大 商 学 論 叢 (24)
(1)Popper,KarlR,LogikderForschung,5.Aufl.,Ttibingen,1973.
②Leffson,Ulrich,DieGrundsatzeordnungsm江BigerBuchfUhrung,a.a.O.,S.28,例え ば,
Adler/DUring/Schmaltz,Rechnungslegung,Bd.1.4.Aufl.の見 解 。
(3)Ebd.,S.27.
(4)Ebd.,S.27・-28.
旧Ebd.,S.28,
(6)Ebd.,S.28.
(7)Ebd.,S28,
⑧Ebd.,S.28.こ の 点 に つ い て は,拙 稿rH.フ リー デ リ ッ ヒ:r未 決 取 引 に 対 す る 正 規 の 貸 借 対
照 表 作 成 の 諸 原 則 』 の 構 造 と意 義 」,ifP"大商 学 論 叢 』 第65巻第2号(1983年1月)を 参 照 され た
い。
皿.簿記と年度決算の目標
レフソンに よれぽ,商 人は次の 目標 を達成す るために帳簿をつけるのであ る。
すなわ ち,
(i)信用取 引を書 き留めてお くこと,
㈹ 貸倒損失に対す る保全 と負債についての概観を得 るため,
㈹ その他の財産損失に対す る保全,
㈹ 社員に よる出資を書き留めてお くこと,
(v)個々 の取引 もし くは会計期 間の成果 の算定,そ して
㊥ 資本構成の記述ω,で ある。
レフソンは 「正規の簿記の諸原則」を こ うした商人的お よび経営経済 的 目標
に照 らして展開す ることがで きる と主 張 しているのである。 しかし,そ れは法
律 の外にある秩序体系(auBerrechtlichesOrdnungssystem)とい った もの とな るの
であるが,「立法者は,明 らかに,法 律外の規則 と法律 との両立 とい う もの を
当てに してい る{2}」としてい るのであ る。 ところで,株 式法第149条(財産状態
および収益状態への概観)お よび第160条(良心的かつ誠実な会計報告責任)に お い
ては,会 計報告責任(Rechenschaft)とい う目標 が明示 され ているのである。 こ
の会計報告 責任 とい う目標の実現のために,と くに,分 類規定,表 示規定,公
開規定 お よび報告規定 が設け られ てい るのであ る{3)。
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こ うして会 計 報 告 責任 とい う目標 を 達成 す るた め の手 段 として,簿 記 と年 度
決 算 書 が用 い られ るの で あ る。 そ して これ らに 関係 し て い るの が 「正 規 の貸 借
対 照 表 作成 の諸 原 則」(GrundsatzeordnungsmaBigerBiianzierung)を含 む 「正 規
の 簿 記 の諸 原 則」(GrundsatzeordnungsmaBigerBuchftihrung)なの であ る(4)。
レ フ ソ ンに ょれ ば,簿 記 を 形成 す るた め の諸 原 則 は,上 述 の 目標 か ら,比 較
的 容 易 に獲 得 す る こ とが で き る として い るの であ る。 そ し て,そ れ は,「文 書
記 録 の原 則 」(GrundsatzederDokumentation)との関 連 の な か で説 明す る こ とが
で き るが,し か し,年 度 決 算 書作 成 の た め の原 則 につ い て は事 情は 異 な る とし
て い るの であ る。 「こ こで は,会 計 報 告 責 任 と分 配 可 能 な年 度 利 益 の 算 定 と い
う年 度決 算 の 目標 を実 現 す るため の 可 能性 が 論 述 され なけ れ ば な ら な い㈲」 と
し てい る の であ る。
レ フ ソンは,こ の よ うに,年 度 決 算(書)に 課 せ られ た 任務 の遂 行 につ い て,
と くに,会 計報 告 責 任(Rechenschaft)とい う概 念 を重 視 し,そ れ に 検 討 を加 え
て い るの であ る。 この 点 につ いて,以 下,レ フ ソ ンの論 述 に した が って 考察 す
る こ とにす る。
(1)「会 計報 告 責 任 」(Rechenschaft)概念 とそ の 内容
「会 計報 告 責 任」(Rechenschaft)とい う概 念 は,一 般 的 な 用語 法 に お い て は,
正 確 さを欠 くとは い え,分 か りやす い意 味 を も ってい る。 それ は,ド イ ツ語 辞 典
や,ド イ ツ文学 の古 典 派(ゲ ーテや シラー)に も,さ らに は,ル ター の バ イ ブル
(マタイ伝25)にもみ られ る用 語 で あ り,「弁 明 書」(Rechenschaftsbericht),「弁 明
義 務 」(Rechenschaftspflicht)あるい は 「弁 明義 務 の あ る」(rechenschaftspflichtig)
とい うよ うな 言葉 と と もに説 明 され て い るの であ る。 さ らに,1965年の株 式 法
に お い て も,「 良 心 的 かつ 誠 実 な る会 計 報 告責 任 」(gewissenhaftenundgetreuen
Rechenschaft)(第160条第4項)と い う用 語 が採用 され てい るの で あ る〔6}。
こ うした こ とに よっ て,レ フ ソンは この概 念 がす で に一 般 に 知 られ た もの と
な ってい る とみ るの で あ る。 しか し,経 済 的 な 領域 にお い ては,企 業 家 がみず
か らの処 分 活動 を統 制 す るた めに,ま た,み ず か らの計 画 設 定 のた め に,経 済
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活動 の経 過 とそ の 結果 に つ い て の顛 末報 告(Rechenschaft)をお こな うこ とが前
提 とされ てい るの で あ る。 こ こでの報 告 に は,回 顧 的(retrospekt三ve)な部 分 と
展 望 的(prospektive)な部 分 が 含 まれ てい るので あ る(7}。
ところ で,「報 告 が 義 務づ け られ てい る」(Rechenschaftschuldigse輌n)とい う
表 現 は,こ の概 念 に よって,と くに第 三 者 に対す る報 告 責 任(Rechenschaft)とい
う もの を示 して い る の であ る。 それ 故,商 人 的 報 告(kaufm5nnischeRechenschaft)
とい う用語 は,企 業 の簿 記 を用 い て,会 計 報 告(Rechenschaft)を受 け る権 利 を
有 す る者(情 報の受手)に 対 し て,会 計 報告(Rechnungslegung)をお こなわ な け
れ ば な らな い とい う こ とを意 味 す る こ とに な る(8)。
この よ うに み る と,報 告 責 任(Rechenschaft)の表 現 として の会 計 報 告(Rech・
nungslegung)は,人間 の 分業 と同 じ くらい に古 い とい うこ とに な り,「 他 人 に
仕 事 を委 ね た 人 は,そ の 委任 した事 柄 の実 行 につ い ての 顛末 報告(Rechenschaft)
を 要 求す る。 会 計報 告(Rechnungslegung)は貨 幣 と財 貨 の 所 在 につ い ての 顛 末
報 告 を 与 え る最 善 の道 ⑨」 とな って い るの で あ る。
レフ ソ ンは これ を さらに 資本 の利 用 につ い ての委 託 ・受 託 関係 に関 連 づ け て
次 の よ うに のべ て い る。 「会 計 報 告責 任(Rechenschaft)は,情報 の 受 手(lnfor・
mati・nsberechtigten)一会 計報 告 をお こなわ な けれ ば な らな い人(Rechenschafts・
legende)自,身もそ うな りうるの だが 一 に,営 業 活 動 に対 す る きわ め て完 全 ・
明瞭 で しか も適 切な 概 観 が与 え られ る とい うこ と,そ して,か れ が管 理 して い
る財 産 とそれ に よ って獲 得 され た 成果 に つ い ての判 断 を形 成 し うる とい う意 味
に おい て,委 託 され た資 本 の使 用 を 開示 す る こ とを 意 味 し てい るい る の であ る。
そ のた め に は,会 計 報 告(Rechnungslegung)は言 葉 に よる註 釈(verbaleErltiut・
erungen)によって補 完 され なけ れ ば な らないao>」。し か も,レ フ ソソ は,こ うし
た 会 計 報 告(Rechnungslegung)のと らえ方 が1965年の株 式 法 の規 定 に も合 致 す
る もの で あ る として い るの で あ る。 す なわ ち,「 これ に完 全 に 合・致 し て,1965
年 の株 式 法 の立 法者 は,年 度決 算 書 は財 産 状態 お よび 収益 状 態 へ の概 観 を 与 え
るべ き であ り,し か も,そ れ は,営 業 報 告 書 に よって補 完 され な けれ ぽ な らな
い,と い うこ とを要 求 してい るの であ る㈹」 とのべ てい るの であ る。
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(2)年度決算書を通 じての 「会計報告責任」(Rechenschaft)
レフソンは,この 「会計報告責任」 を,次のよ うな項 目を年度決算書におい て
開示す る ことに よって,果 たす ことが できるとしてい るのであ る働。 すなわち,
(i)このために適切 な規則に したがった資本の利用,
(ii)引当金を含 めた資本の構成,
㈲ 正常在 高部分 と異常在高部分 とを区別した うえでの,.経過期間の企業活
動か らの収益 とそれに対応す る費用,お よび
㈹ 期間成果,で ある。
したが って,年 度決算書 は経営者の処分活動(業 績)に つ い て の 顛 末 報 告
(Rechenschaft)を示す ことにな るのである⑬。
(3)貸借対照表作成原則による会計報告 の客観化 と資本維持
ところで,あ る情 報が価値を有す るのは,情 報の受 手がそれを信頼 し うるも
の とみなす ことができる場合においてであ る。 この ことは,会 計報告(Rechens-
chaft)が恣意的 ではな く客 観的な もの として与 えられ なけれぽな らない とい う
ことを意味 してい るのであ る。 ここでの客観的(・bjektiv)とい う用語は 「相互
主体 的に検証可能 であ り,か つ,す べ ての人に とって妥 当す るものao」(intersu・
bjektivnachprtifbarundftirjedermanngtiltig)として定義されているのであ る。
レフ ソンは,年 度決算書を用いての会計報告(Rechenschaft)をお こな う際に
は,次 の点が前提 とな るとのべ てい る。すなわ ち,ま ず,決 算書の読者に,ど
の原 則に したが って,経 済 的に適合的な企業の特質が年度決算書 の記号(Sym・
boledesJahresabschlusses)に翻訳 された かを知 らせなければならない し,さ ら
に,「そ うした ことをかれ が知 りうるのは,た だ,こ れ ら原則が しっか り と前
もって与 えられてお り,し かも,情 報の受手にそれが既知 となっている場合 で
あ る㈱」 とす るのである。 しか も,「そ うした確定 は一部分は法律に よって,ま
た,一 部分 は正規の諸原則 によってお こなわれ る。 こ うした確定 をつ うじて,
年度決算(書)は 客観化 され,し たが って,貸 借対照表作成者 の主観か ら独 立
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した もの となる⑯」 のであ る。 つ ま り,レ フ ソンにあっては,法 と 「正規の簿
記の諸原則」 が年度決算(書)の 客観化を支 え る重要な柱 とされ てい る の であ
る。
このよ うに,西 ドイ ツにお いては,年 度決算(書)は,法 と 「正規 の簿記の
諸原則」に よって支え られ ることに よって,客 観 的な もの とみ なされ るのであ
る。 しか し,レ フソンによれば,こ の 「正規の簿記の諸原則」は,取 引の記録
・計算お よび文書化にかかわ る部分(Dokumentation)と委託 ・受託 関係を基礎
とした会計報告責任(Rechenschaft)にかかわ る部分か ら構成 されてい るのであ
る。 そ してそ うした会計報告(Rechenschaft)をお こな う手段 としての年度決算
書の客観化 とい う場面に,西 ドイツにおけ る会計制度の特徴がみ られ るのであ
る。 つ ま り,年 度決 算書 が法 と 「正規 の簿記の諸原 則」に よって客観化 され,
その制度的妥 当性が付与され てい るとい うことである。われわれ は,こ こで,
「正規 の簿記 の諸原則」 を,そ の よ うな制度的な役 割をはたす もの として認識
してお く必要があ る。
レフソンは法 と 「正規の簿記 の諸原則」 を 「確 固た る規範体系」(einSystem
festerNormen)を構成す る もの とみ るonと同時に,「利益の算定 は,原 則的に,
法律 と正規の簿記の諸原則に よって確定 され てい る⑱」 とみ てい るので あ る。
つ ま り,レ フソンは 「法律 と正規の簿記の諸原則の意味 での正 しい利益が計算
され るa9)」(derrichtigeGewinnimSinnvonGesetzeundGo島berechnetwird)こ
とが,す べ ての企業 形態 について,分 配決定(Ausschttttungsentscheidung)の前
提 とな ると考えているのである。 その際,か れ は,と くに,「資本維持」(Kapi・
talerhaltung)の重要性を強調 しているのであ る。
レフ ソンは,経 営経済的見地 か ら,企 業がその任務を果た し,そ れ に よって,
所有者 と労働者 に とっての持続 的な所得源泉 として存続し うるためには,資 本
の維持が必要 であ ると主張するのであ る。 かれは,現 在 の経営経済学 の文献お
よび実務におい ては,財 産実体の維持の必要性が叫ぼれ てい るが,し かし,そ
うした実体維持概念は法律上の規則に もまたそれに対応した 「正規の簿記 の諸
原則」に もつなが らなか った として,「われわれの イン フレー シ ョンを と も な
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った世界にお いては,そ うした ことは遺憾 な ことであ る。 したが って,経 営経
済的 に必要 な資本維持 は,手 を触れ られないままに されている利益 とい う形態
での資本強化(Kapitalstarkung)とい うものを通 じてのみ,可 能 となる四」 との
べ てい るのである。
つ ま り,レ フ ソンは,現 行の法律 と 「正規の簿記の諸原則」 の下 では,実 体
維持を直接的に実現す ることはで きな いので,「資本強化」 とい う道 を 選 択 せ
ざるをえない と主張 してい るのである。 ここでは,「資本維持」 は 「資本強化」
を意味す ることにな るのであ る伽。
その うえで,レ フソンは,こ の 「資本強化」のためには利益 分配を限定す る
ことが必要 であ ると論 じてい るのであ る。 「利益留保 に よる自己資本 の 維 持 を
上回 る資本強化は,イ ンフレ率の上昇 とい う点だけか らでな く,一 般的なで き
るだけ安定 した成長 の確保 とい う点 から も,要 請 され るの であ る⑳」 としてい
るのである。 しか も,こ れは,「法律に よ り,会 社定i款に よ り,も し くは 社 員
の決議に基づいて,獲 得 された利益 より少ない利益 が分配 され るべ きであ る限
りにお い て,会 計 報 告(Rechenschaft)目的 と分 配 可 能 利 益 を 計 算す る とい う目
的 とのあ いだ に は 何 らの対 立 も存在 しな い㈱」 こ とに な る とす るの で あ る。
法律 上 は,株 式会 社 の 「最 小責 任 財 産 の 維持 」(ErhaltungdesMindesthaftung・
sverm6gens)とい うこ とが 一連 の 規定 に よ って保 証 され て い る。 そ うし た 規 定
と して は,次 の ものを あ げ る こ とが で き る。 す な わ ち,
(i)出資 金 払戻 しの禁 止(第57条第1項1),
(ii)仕入 原 価 お よび 製 作 原価 もし くは 市 場価 格 に よる評 価 の価 値 上 限(第153
条第1項1,第155条第1項1お よび第2項1),
⑩ 価 値 上 限 を 越 えた 場 合 に は年 度 決 算(書)を 無 効 とす る と い う 制 裁(第
256条第5項2-(1)),
⑰ 取 締 役 に 積立 金 設 定 の権 限を 与 え る こ と(第58条第2項),
(V)法定 積 立 金 の設 定 の義 務 づ け(第150条第2項 一(1)),であ る。
レ フ ソンは,こ うした 株 式法 に含 まれ てい る分 配 制 限 につ い ての 規 定 に よ っ
て,「 目ざす 分 配制 限 が達 成 され た」(angestrebteAusschttttungsbegrenzung)もの
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とみな しているのであ る碑。
この ことは,「分配の禁止(Ausschfittungssperre)とい う目標要因が,立 法 者
に よって,す でに制 限(Restriktion)として考慮 され ていた とい うこと,そ れ故,
正規の簿記の諸原則 の導出お よび評価規定の解釈のためにそれ が参照 され ては
ならない とい うことを意味 している㈱」 とす るのである。 つ ま り,レ フ ソンは,
「分配禁止」 ではな くて,「利益限定」 も し くは 「利益縮小」(Gewinnreduzie-
rung)を基礎に して,「正規の簿記の諸原則」 を導 出す るとい う道 を選択す るの
である。 レフ ソンにあっては,「資本維持」は 「資本強化」 とな り,さ らに,
「利益縮 小」 を意味す ることにな るのであ る。 レフ ソソは こうした意味 を もつ
「資本維 持」 を 「正規の簿記 の諸原則」導出に際 しての 目標 として設定 し て い
るのである。
(4)二元的 目標設 定
一 会計報告責任(Rechenschaft)と資本維持(Kapitalerhaltung)一一
さて,レ フ ソンは 「正規の簿記の諸原則」導出の 目標 として,「会計 報 告 責
任」 と 「資本維持」 とい う二つの 目標を設定 し,し かも,そ れ らは矛盾な く設
定 し うるものであ るとしてい るのであ る。 「二元的な 目標設定は,も し そ れ ら
目標 の順位づけが確定 され るな らば,許 され るし,ま た実現可能 でもあ る。そ
の解決は,一 方 の 目標が附帯条件 として設定 され,し たが って他方 の 目標の達
成が場合によっては限定 され る,と い う点にある。 この限定的に作用す る 目標
(restriktivwirkendesZie1)が,ここで論議 され るべ き事例 にお いては,個 々の
企業形態 で異な るとはいえ,資 本維持 日標 なのであ る㈱」。レフ ソンは資本維持
目標を会計報告責任(Rechenschaft)目標 に限定的に作用す る目標 として位置づ
け てい るのである。 そして 「目標の こうした順位づけに よって起 こ りうる目標
問の対立は形式的に解消 され る町 と主張す るのである。 しか し,「それ が,わ
れわれの事例 において,実際的に も解消 され るのか ど うか とい うこと,すなわ ち,
例えば,一 定の資本維持保 証(Kapitalerhaltungssicherungen)を果たす ことは,
少 くとも資本会社 においては,会 計報告(Rechenschaft)目標 の達成を著 し く阻
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害す るもの とならないか とい うことが問題 となる。つ ま り,こ の会計報告 目標
が十分には達成 されない とい うことであ る。 こうした疑念は,そ のよ うな規範
(Normen)が一義的ですべての情報の受手に既知 となってい る限 りにお い て,
否定 され る㈱」 と主張す るのである。つ ま り,レ フソンは,法 と 「正規の簿記
の諸原則」が一義 的ですべての情報の受手 に既知 となっている場合に限 り,た
とえそれ らが期間成果 を減少 させ る方向で作用す るとしても,そ れに よって会
計報告(Rechenschaft)は阻害 され る ことにはならない と主張してい るのである。
・そして,レ フツ ンは,と くに,三 つの成果減少的に作用す る 「正規の簿記 の
諸原 則」(erfolgsm輌ndεrndwirkendeG。B)一実現原則,慎 重性原則お よび不 平
等原則一 の うち,「慎重性原則」(Vorsichtsprinzip)と「不平等原則」(lmparit-
atsprinzip)は「リス クについての会計報告」(Rechens6haft己berRisiken)に関連
す ると同時に,資 本維持 とい う意味 で,獲 得 された成果に影響 をお よぼし,ま
た,「調達価格一お よび実現原則」(Anscha旺ungsprei臼undRealisationsprinzip)は
両 目的に等 し く役立つ とのべ ているのである四。そ して同時に また,かれは この
「調達価値での評価額はけ っして誤 った情報ではない。 それ どころか,む しろ。
まだ売却 され ていない財貨に対す る売却価値 の評価 よりはいっそ う明瞭な情報
を与え る⑳」 としてい るのである。 しかし,レ フ ソンは,個 々の事例において
は,こ れ ら諸原則 もし くは 「継続性」(Stetigkeit),「完全性」(Vollst5ndigkeit)お
よび 「期間区分」(Periodenabgrenzung)とい う諸原則の意味 での貸借対 照 表 評
価をつ うじては,十 分 なる情報 が提供 され ない場合 もあ るとして,そ のよ うな
場合には,追 加的な記載を ともなった,そ れに応 じた報告提供(例えば,流動資
産の有価証券の時価)に よって,そ うした欠陥 を取除 くことができると主張 して
い るのであ る。 「会計報告(Rechenschaft)目標 と法律 と正規の簿記 の諸原則 とに
,よって確i定されている決算規則 との間の二律背反 は,情 報の受手が これ ら規範
(Normen)が呈示 され る年度 決算(書)に お よぼす影響 について報告 を うけ て
いない場合 にのみ存在す る町 とのべ ているのであ る。
この よ うに,レ フソンは,決 算にかかわ る法 と 「正規の簿記 の諸原則」につ
いても,こ れを開示す る ことに よって 「会計 報告責任」 目標 と決算規則 との間
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の矛盾が解消 され る としているのである。
(32)
(5)副次的 目的の達成一 課税基礎としての年度決算一
西 ドイツにお いては,課 税所得の算定に際 しては,原 則的 には,所 得税法第
5条にしたが って,商 事貸借対照表 が基礎 とされ る。 したが って,こ の問題に
関す る特別 の 「正規 の簿記の諸原則 とい うものは存在 しな いことになる働。
レフソンのこ うした課税 と 「正規の簿記の諸原則」 の関係 についての とらえ
方は 「ナー ソ ドックス」 な型 であ り,シ ュナ イダー型 とは対照をなす もの とい
える。つ ま り,商 事貸借対照表 を中心 として考え るレフ ソンの 「正規の簿記の
諸原則」は,課 税 の公平 ・平等 とい う観点 から 「正規の簿記の諸原則」 を導 出
す るシュナイ ダーの考え方 とは対照をな してい るとい うことである⑳。
しかし,レ フソンは,な お,税 務上 の優遇措置が与え られ ている場合には,
原則通 りにはならない ことも認めているのである。 「それは,当 該対 象 物 が 商
法上の観点にした がって評価 された場合 より,一 定 の借方項 目の よ り低い表示,
もし くは一定 の貸方項 目の よ り高い表示 につなが るの であ る。 ここに属す るも
のには,価 値 のわずかな経済財に対す る評価 自由,経 済政策上 の理 由か ら時お
り与えられ るような特別償却お よび種 々の 目的のための積立金一 例えば,輸
出促進のための積立金,価 格上昇積立金,年 金期待権についての計算利子率の
変動から生 じる積立金一 があ る。部分的には,商 法 と正規 の簿記の諸原則に
したがっても,同 様に評価す ることが望 ましい こともあ る。 しかしなが ら,正
規の簿記の諸原則に したが った評価が,税 規定にしたが った場合 よりも高い借
方項 目もし くは低い貸方 項 目に導 く一 逆の場合は商事貸借対照表 に とっては
意味がない一 とい う場合がある。 この問題は きわめ て容易に解 くことがで き
るはずであ る。例えば,企 業がは っき りと税務上 の優遇を要求す る ことがで き,
かつ要求 しよ うとしている限 り,い わゆ る税務貸借対照表に対す る商事貸借 対
照表の基準性の原則か ら離脱す ることを税務当局 が決定 し うる,と い うよ うに
してであ る叫 。しか も,そ の際,「税務 当局がその今 日の立場を固執す る限 り,
商法上の年度決算は,も しその企業 が上述の税務上の優 遇措 置を断念 しよ うと
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しない とす るな らば,そ の種の税法上 の規定 に適合 させ られな け れ ば な ら な
い田」のである。
この よ うに,レ フソンは,今 日の実務状況(と りわけ,税務上の優遇措置を内容
とした実務)の もとでは,い わゆ る 「逆基準性の原則」(umgekehtteMaBgeblich・
keit)を認め ざるをえない としてい るのであ る。 しかしながら,レ フソンは,な
お,商 法上要求 され てい る財産状態につ いての概観が税務上の優遇 と規 定(こ
れには財政裁判所の考慮が含まれる)に よって阻害 され る とす る な ら ば,そ れ は
「会計報告責任」(Rechenschaft)とい う概念 矛盾す ることになる と し て,「そ
の よ うな情 報の減耗は,年 度決算書 と報告提供 を,情 報の受手 が商法上の原則
に した がって生 じた期間成果を認識す るこ とがで きるよ うに形成す ることに よ
って防がれなければな らない陶」 と主張 してい るのである。
レフソンは,商 法上の 「会計報告責任」(Rechenschaft)もし くは明瞭 開 示 と
い う立場 から,こ の間題 についての解決策を次 の よ うに提示 してい るのである。
「決算書の会計報告機能(Rechenschaftsfunktion)と,それ を前期 と比較す る可能
性は,も し,税 法に した がった評 価 と正規 の簿記の諸原則に したがった評価 と
の差異が,そ の よ うな場合におい て,年 度 決算書において表示 され るとす るな
らば,損 われ ることはないはず である。例 えば,も し商法に したが った場合 よ
り高い税務上の減価償却が許 されている とするな らば,商 法 にしたが ってお こ
なわれ る計画的お よび臨時の減価償却は借方側 で控除 され,税 務上許容され て
い る減価償却が商法上 の減価償却を上 回る超過 分につ いては,こ れを,価 値修
正項 目の下に.貸 方側で表示す る鋤」 とい うよ うに してである。 レブ ソンは,
この よ うにすれば,こ の問題は解 決可能だ し,税 務上 も問題 は生 じない と主張
す るのであ る。
(1)Leffson,Ulrich,DieGrundstttzeordnungsmtiBigerBuchfUhrung,5・Aufl・,a・a・0・,S・
36.
(2}Ebd.,S.38.
(3)Ebd.,S.54.
(4)Ebd..S55,
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〈5)Ebd。,S.55.
⑥Ebd.,S.56.
(7)Ebd.,S.56.
(8)Ebd.,S.56.
(9)Ebd、,S.56.
OGEbd.,S.56-57.
00Ebd.,S.5Z「ヨ ー ロ ッパ 共 同 体 第4次 指 令 」(1978年7月25日付)お よ び それ に 基 づ く 「法 律
草 案 」(1982年3月19日付)で は,1965年 株 式 法 第149条第1項 は 削 除 され,商 法 第237条第2項
で 規 制 され て い る。 そ こ で は,年 度 決 算 書 の 体 系 が 貸 借 対 照 表,損 益 計 算 書 お よび 附 属 明 細 書 が
一 体 とな っ た も の と し て 示 され ,し か も,そ の 内 容 に つ い て も,「 正 規 の 簿 記 の 詰原 則 」 に し た
・が っ て,「 企 業 の 財 産 状 態,財 務 状 態 お よび 収 益 状 態 に つ い て の 実 際 の 状 況 に 合 致 しk図 像 」(ein
dentatsEchlichenVerhEitnissenentsprechendesBildderVermdgens-,Finanz・undErtra・
gslagedesUnternehmens)を伝 達 し な け れ ば な ら な い と規 定 され て い る の で あ る。
理2)Ebd.,S.59.
⑱Ebd.,S.60.
胸Ebd.,S.72。
⑮Ebd.tS.72-73.
a6)Ebd.,S.72-73.
(1?)Ebd.,S.73.
⑱Ebd.,S.83.
ag}Ebd.,S.82.
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礼 「正規の簿記の諸原則」の獲得
(1)演 鐸 法 に よ る 「正 規 の簿 記 の 諸原 則」 の 獲 得
レフ ソンは,1967年5月31日の連 邦財 政 裁 判 所(BFH)の 判 決 を 引用 し て,
「商 人 慣 習 はr正 規 の貸 借 対 照 表 作成 の諸 原 則 を法 創 造 的 に形 成 す る』 力 は も
って い な い(D」(DieむbungderKaufleutehabenichtdieKraft,"Grunds5tzeordn-
ungsmaBigerBilanzierungrechtssch6pfer輌schzugestalten,,)とし,新 た な 問題 が提
起 され た時 には 商 人 の見 解(Ansicht)もし くは そ れ に基 礎 を お い た慣 習(Ubun9)
に よ って で は な くて,む し ろ,事 物 に 即 した 論証(sachlicheArgumente)をこよ っ
て 決定 され るべ き であ る と主 張 す るの であ る②。 つ ま り,レ フ ソンは,連 邦 財
政 裁 判所 の判 決 を ひ とつ の拠 り所 とし て,「商 慣 習 は法 源 では な い」(d6rHand・
elsbrauchistkeineRechtsquelle)として とらえ,し た が って,ま た,「正規 のか つ
尊 敬 に値 す る商 人 の見 解 」(dieAnsichtenordentlicherundehrenwerterKiltifleute)
に つ い て も,そ れ が 「正 規 の 簿 記 の諸 原 則」 を形 成 す る もの で はな い とみ な す
の で あ る③。
そ の うえ で,レ フ ソンは,目 前 に あ る観 念,思 考,商 慣 習,商 人 の慣 行 を,
まず,ま だ 理 由 づけ られ て い な い仮説 と して設 定 し,そ れ との 論理 的関 連,と
くに 無 矛盾 性,情 報 内 容 お よび 他 の 仮説 に対 す る関連 とい った 点 で,研 究を お
こな うω,と い う演 繹 的 方法 に よ って,「正 規 の 簿記 の 諸原 則」 を獲 得 すべ きで
あ る と主張 す る の であ る。 しか し,レ フ ソンは,そ の 際,商 慣 習 が重 要 な認識
源泉(Erkenntn三squelle)とな っ てい る こ とは 認 め て い るの で あ る。 つ ま り,か
れ は,商 人 が 新 しい問 題 を 認識 し,そ して新 しい 解 決策 を 探 求 す る最 初 の 人 で
もあ り,ま た,問 題 解 決 の ため の ア イデ ィアの提 供 者 ともな って い る とい うこ
とは否 定 し て いな い の であ る軌 しか し,立 法 者 は 「正 規 の 簿 記 の諸 原 則」 は
尊 敬 に値 す る商 人 の慣 習 も し くは見 解 に よ っては 形成 され な い とい う立場 に立
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ち,「 正 規 の簿 記 の諸 原 則」 を 「事 物 か ら導 出 し か つ 法 典 化 し た(6}」(ausder
Sacheabgeleitet皿dkodifiziert)と主 張す る の であ る。
と りわ け,1931年,1937年,1959年お よび1965年の株 式 法 改 正 に よって,立
法 者 は 「商人 の原 則 と慣 習 は 必 ず し も正 規 の 簿記 の諸 原 則 とは な ら な い」(die
Grunds5tzeundGepflogenheitenderKaufleutenichtirnmerGr皿dsatzeordnungsm5.
BigerBuchftihrungsind)とい う見 解 に立 ち,み ず か ら一 部 分 的に は 今や 経 営
経 済 的 見解 に も支 え られ て(gest甑tnunteilweiseauchaufbetriebswirtschaftliche
Ansichten)一何 が 「正 規 の 簿 記 の諸 原 則」 で あ る かを 見つ け 出 した の で あ る(7)。
い わ ゆ る 「商 人 の 慣 習」 に よ って 「正 規 の簿 記 の 諸 原則 」 の 内容 が規 定 され
るの で は な くて,「 経 営 経 済 学」 の見 解 が 「正規 の簿 記 の諸 原 則 」 の 内 容 規 定
に 作 用 し始 め た とい うレ フ ソンの こ うした 指 摘 に は と くに 注 意 してお く必要 が
あ る。 し か も,こ うした 傾 向 は,最 近 に い た って,さ らに 顕 著 に な って きて い
る とい う点 に も合わ せ て 注 意 してお く必 要 が あ る。 もち ろ ん,こ うした 結 果 に
いた る過 程 は 単 純 な もの で はな か った 。
連 邦 裁 判所(Bundesg6r三chtshof)は,1961年に お い て,ま だ,商人 的 見解(kauf.
mannischeAnsichten)を経 営 経 済 的根 拠(betriebswirtschaftlicheGritnde)よりい
っそ う基 準 的(maBgeblicher)であ る とみ な して いた(8)。と ころ が,実 務 の進 行
状 況 に比 較 的 敏 感 に対 応 す る立 場 に あ る,帝 国財 政 裁 判所(RFH)お よび連 邦
財 政 裁 判 所(BFH)は,こ の点 に つ い て は,前 進 的(積 極的)な 立 場 を と って い
た。 す なわ ち,「 す べ て の裁 判 所 の うち,帝 国財 政 裁 判 所 とそ の後 の連 邦 財 政
裁 判 所 が,最 も強 く,正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 を事 物 か ら獲得(GoBausderSache
herauszugewinnen)しよ うと努 力 した(9)」の であ る。 また,そ うせ ざる をえ な
か づた 実 務 状 況 の進 行 が 存 在 して い た と考 え られ るの であ る。
こ う.した 状 況 を 背 景 と して,レ フ ソソは,帝 国財 政 裁 判 所 の判 決 の うちに,
「正 規 の簿 記 の 諸原 則 」 の演 繹 的 な発 見 のた め の手 が か りを 見 い 出そ う と す る
の で あ る。 そ して,第2次 大 戦 後 は,連 邦財 政 裁判 所 が演 繹 的 方 法 に よ
っ て
「正 規 の簿 記 の諸 原 則」 を獲 得 し よ う として い た点 を 重 視 す るの であ る⑩。それ 、
は ・ 部 分 的 に は・一 定 の税 務 上 の 優 遇措 置 が 「正規 の 簿記 の 諸原 則」 の適 用 を
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前提 としていたからでもあ った仰。
しかしなが ら,こ の ような方 向に逆行す る事態 も生 じたのである。
1961年2月27日の連邦裁判所 の判決一 これは年金期待権(Pehsionsanwarts
chaften)に対す る貸方計上義務 についての判決であるが一 では,専 門科学 の
手を借 りずに,し か も,意 識 的に,「経営経済学におい てまった く優勢 に 主 張
され てい る見解を無視 して」(gegendie。inderBetriebswirtschaftslehreganz
tiberwiegendvertreteneAnsicht),判決を下す とい う行動が とられたのである。 し
か し,そ の結果,経 済 的な問題 が学問以前の水準に基づいて取 扱われ,し か も
特定 の問題(年 金引当金の設定に関する問題)に 対 して、経済的お よび法律的な一
般原則に対立す る原則が展 開され ることにな り,さ らに,も しこ うした判決が
お し進 められてい くと,法 と 「正規の簿記の諸原則」 の空洞化 とい う事態 が引
起 こされ かねない とい う事態 が生 じたのであ る⑫。
そ うした状況の もとにおいて,レ フ ソンは,「経営経済学は,と りわけ,営業
取引が簿記において どのよ うに秩序正 し く記 録 文 書 化 され る(dokumentierte)
か とい うこと,そ して,年 度決算書が どのよ うに作成 され るか とい う問題 に取
組む専門科学 であ る町 と位置づけた うえで,そ うした問題に関 しては,「経営
経済学者は法律家以上の能 力を有 しているae」(Betriebswirtesicherlichnichtvon
Juristentibertr・ffenwerden)と主張す るのである。 しか し,か れ は,経 営経済 的
研究は法律的研究に よる補完を必要 とす る として,「両学 問の方法 が提 起 さ れ
た問題 の解決のため に平行 して適用叫 されなけれ ぽならない とす るの であ る。
この よ うな レフソンの立場は きわ めて ドイツ的なもの といえ る。つ まり,経
営経済学 は法の権威 に よって裏 づけ られ ることに よっては じめて機能 し うると
い うことである。 また,こ れは,形 式 的には,ド イツの会計制度 の在 り方に基
礎を置 く見方 ともい えるのである。 そ して,レ フソソは,経 営経済学 と法学 と
の共同作業(Zusammenarbeit)によってのみ,「立法者の 目的を具体化 しかつ一
定 の規範を解釈す るこ とが可能 となる⑬」 と主張す るのであ る。
(2)「正規の簿記の諸原則」獲得に対する専門科学の意義
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レフソンは個人 的意見 の対立の外にある学問だけが判断形成の基 準 となる と
主張す るのである。そ して 「この学問 鰹 営経済学)は,た とえ当該 グルー プお
よび科学それ 自体に よる認識 と批判 とい うゆ っ くりとした過程を経てではあ る
が,諸 原則一 それ に よって,簿 記 と年度決算の情報 目的(lnforinationszweck)
が達成可能 となるの であ るが一 を獲得す ることができるのであ る。演繹 され
た諸原則が正規 の簿記の諸原則 とな るのであ る。 ただ し,そ れ らが事 物の本性
から矛盾 な く導 き出 され(ausderNaturdreSacheabgeleitet),しかも反駁 され
ない限 りにおいてである町 。 そして,レ フソンは 「経営経済学が,今 日では,
正規 の簿記の諸原則を体 系的に獲得 し ようとす る試 みが企て られて成功をおさ
め られ る程度に まで発展 している⑱」 とみ るのであ る。
ところで,レ フソンは,こ うした 「正規の簿記 の諸原則」の生成 もまた コ ミ
ェニケイシ ョンを前提 としてい るので,そ れ は 「コンセンサス」(Konsenses)
の得 られやすい用 語で表現 され なければな らない と考えるのであるag。このた
め に,ド イ ッ では 「正規の簿記 の諸原則」(Gr皿dsatzeordnungsmaBigerBuch・
ftihrun9)とい う用語が,'また,米 国 では 「一般に認め られ た会計原則」(gener-
allyacceptedaccount三ngprinciples)とい う用語 が用 い られ ている とのべ ているの
であ る。 つ ま り,そ れぞれ の国もし くは社会において 「コンセ ソサ ス」(合意)
の得 られやすい用語が用い られ てい るとい うことであ る。 この 意 味 で,「正規
の簿記の諸原則」は ドイツ社会において 「合意」を とりつけるために都合の よ
い用語 であ るといえ るのであ る。
レフソンは次のよ うにのべ てい る。 「もしわれわれ が コンセンサ ス を,あ る
規則 が正規の簿記の諸原則 として広 く承認 され ることに対す る基準 として用 い
るな らば,提 示 され た規則への同意は,年 度決算に利害を有 してい る個 々の集
団に一面的に限定 されてはな らない。べ5ケ(Baetge)は,正当に も,企 業指導
者,社 員お よび債権者の利害間の"利 害調整原則"(lnteressenregelung)として
の年度決算の意義に注意す るよ う指示 してい る。"目標対立 と利害対立 の た め
に,利 害調整(lnteressenausgleich)が存在 しなければならない,,四」。
レフソンは こ うした 「利害調整」 の うちに 「コンセ ンサス」 の意味を求めて
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い るの であ る。そのために,原 則はで きる限 りす べ て の 利 害 関 係 者 の 同 意
(Zustimmung)が得 られ るものでなければな らない⑳。
以上にみた ごと く,レ フソンは 「正規の簿記の諸原則」を ドイ ツ社 会 で の
「コンセンサ ス」を基礎 とした 「利害調整」 への役立ち とい う点 でとらえ た う
え で,さ らに,そ れを簿記 と年度決算の 目的か らみ て適切な ものであ るか否を
判断すべ きであ るとす るのであ る。 「会計報告(Rechenschaft)目的を達成 しな
い ものは正規の簿記の諸原則た りえない。その立証は,そ れ故,通 常は,あ る
処理方法 が資本維持 とい う制約を守 った うえで,会 計報告(Rechenschaft)にと
って十分であるか ど うか とい う点に までお よぶ必要 があ る一 それ が認められ
た正規の簿記の諸原則 であるか どうか とい うことではな くて一 田」。
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